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2011年○月○日

○○財務局　局長　◎◎　◎◎様
助け合いの共済制度が存続できるよう

実態にあった改定保険業法の政省令策定をお願いします
共済の今日と未来を考える○○県懇話会
連絡団体（連絡先）　　◎◎◎◎◎◎

　2005年の改定保険業法により、地域で非営利の助け合いとして広く行なわれていた共済制度が継続困難となっています。これらの多くは、非営利の団体が、団体の構成員に限定して、福利厚生として、自主的・自律的に運営してきたもので、加入者から喜ばれ、加入者に支えられて長年続けてきたものです。私たちは、こうした制度は本来、業として保険商品を売る会社を規制監督する法律である保険業法にはなじまず、適用除外とすることでこれまで通りの制度が続けられるよう求めてきました。

　このたび、こうした共済自主共済制度を救済する趣旨で保険業法の再改定法が成立し、現在、金融庁及び各所管庁で政省令の策定作業中とされています。保険業法の適用除外ではないものの、希望する制度が原状復帰できることは重要です。

　しかし、保険業法下での再開となり、任意団体では新たに法人格の取得が必要であり、政省令の内容によっては「対応できないのではないか」「制度の変更を余儀なくされるのではないか」との不安の声も多く寄せられております。政省令の内容が、地域に存在する共済制度の実態にあったものとなるよう、貴職からも、下記事項について、地域の要望をお伝え下さい。また、政省令に対応し、原状復帰する際には、これまで保険業法になじみのなかった団体が多いことを踏まえ、懇切丁寧な対応をお願いいたします。
　厳しい経済情勢や国家財政の状況から、構成員同士の助け合いの制度は今後ますます重要になります。今回は暫定措置ともいわれていますが、より根本的には、非営利で構成員を特定して行なっている自主共済制度は保険業法の適用除外とする方向で、ご検討いただくよう、あらためて要望致します。
記

一、保険業法再改定法の政省令は、希望する全ての制度が原状復帰できる内容とすること

①「財産的基礎及び人的構成を有すること」について

　資産要件や積立金、人的構成の基準については、大規模な制度共済や営利目的の保険会社と同等の水準となると、非営利で行われる自主共済への財政的負担が重くなり原状復帰は困難となります。また、自主共済制度の規模や対象となる構成員の実態は千差万別です。一律の基準で全て規制することなく、個々の実態に対応できる政省令として下さい。

②「毎決算期において、主務省令で定める方法により、責任準備金、支払備金、価格変動準備金を積み立てなければならないこと」について

　自主共済では、運営する中で発生した剰余金は、一定積みあがった段階で給付内容や給付条件を改善したり、事故防止のための講習会活動を行うなど、それぞれの制度にふさわしい方法で会員・加入者に還元できるような制度運営を追求し、今まで継続してきました。

　責任準備金、支払備金、価格変動準備金などは、保険数理に基づき算出されるものであり、これらを機械的に当てはめることによって制度存続が困難とならないようご配慮ください。

③「保険計理人の選任」について

　保険計理人は、専門性の高い特別な資格であり、有資格者は大変少なく、また、その多くが既に保険会社や信託銀行等と個別の専属契約をしております。かかる費用も高額となることが想定されます。こうした現状をふまえて、早期再開に向けて支障がないようにご配慮ください。

④募集規制について
募集行為については、保険業法に則した規制を行なうとされています。募集にあたって、加入者保護に欠くような事があってはなりませんが、自主共済運営団体は、多くの場合、団体固有の目的をもち、それに賛同する人を増やし、組織を発展させて来ました。集まった仲間同士で助け合いの共済を実施しているのであり、募集規制が、本来の団体の組織活動を妨げることのないようにご配慮下さい。
一、今後の見直しに当っては、自主的な共済を保険業法の適用除外とすること

以上

